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逗子市 まちのルール 

自治基本条例とは何か 



 ニセコ型 

 ・市民のための役所・議会 

  にする（民主的統制） 

 

 小田原型 

 ・市民のための役所・議会 

  にする（民主的統制） 

 ・市民自身が存分に力を 

  発揮する（もう一つの自治）                        

 自治基本条例とは何か  ２つの系譜 



逗子市の自治基本条例とは何か 

■現況 
  ・2000年制定のニセコ町まちづくり基本条例が最初 

  ・全国で３００以上ある 

■「自治の基本を問い直す」条例  
   ・なぜ、今、問い直すのか 

   ・問い直さないと何が困るのか 

 



なぜ、今、自治の基本なのか 

 これまでの自治では立ち行かない 
●地方分権 日本社会の大構造改革 

首長、議員、職員、
市民が変わる 

地方自治法（昭
和２２年） 

 

住民が主語
の条文 

６条しかない
/５００条 
 

住民不在の
地方自治 

➡自治の組み
立て直し 



なぜ、今、自治の基本を問い直さないといけないのか 

《逗子市のまちの構造》 

歳入の4分の1が個人市民税。
それが減少（４６億⇒３７億） 

１０人に４人が高齢者 

➡自治の組み立て直し 



  

・協力・助け合い 

・知恵と工夫 
   

 

 

        (憲法13条）個人として尊重される 

 

憲法の設計思想→市民力をエネルギーに幸せに暮らせる社会をつくっていく 

  そもそも 

 そもそも自治とは・私たちの国は 

 ひとり一人が力を発揮する 

もう一度思い出そう 

 私たちは力を持っている 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.showakinenpark.go.jp/komorebi/event/media/2/20081127-%E4%BB%A3%E3%81%8B%E3%81%8D.JPG&imgrefurl=http://www.showakinenpark.go.jp/komorebi/event/index.php?itemid=26&usg=__8hoIvsEs6mQZOqVC3nwmJzTRWNk=&h=300&w=400&sz=188&hl=ja&start=25&zoom=1&tbnid=1GX5nDxVlHSE2M:&tbnh=93&tbnw=124&ei=obmJUd-vNZDYkgX1i4DgCg&prev=/search?q=%E8%BE%B2%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E3%80%80%E6%B0%B4%E7%94%B0&start=20&um=1&lr=lang_ja&sa=N&hl=ja&tbs=lr:lang_1ja&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CDQQrQMwBDgU


     従来 

 

      

         行政 

 

 

    税金        予算 

 

          公益の実施 

 

   個人・企業 

 

     もうひとつのルート 

      

         行政 

 

 

    税金        予算 

 

          公益の実施 

 

   個人・企業 

            ＮＰＯ等 

           

 寄付等    

 

新しい自治の仕組みをつくる  「自治基本条例」 

1990年代が日
本社会の境目 
 
・市民の価値
観が変わった 
・経済成長の
頭打ち 

新しい自治（＝もう一つの公共をつくらないと）、私たちの暮らしが守れない 



どのように「まちをつくる」のか  私の言葉でいえば       

 野球は9人でやろう（全員野球） 
 これまで行政・議会だけで野球をやっていた。 

 観客席にいた市民も野球をやろう 

 

  そのルール⇒自治基本条例  



よりよく自治〔まちづくり〕を 

進めるための仕組み 
 

自治〔まちづくり〕の基本となる考え方 

 自治基本条例 

市民 
権利、役割など 

議会（議員） 

役割、仕事の考え方 
・進め方 

行政 
（市長、組織、職員） 
役割、仕事の考え方 
・進め方 
 

自治会 

市民活動団体 

企業・事業者 

学校など 

その他団体 

参加・所属 

関
わ
り 

自治の担い手の役割 

まちづくりの仕組み 

条例を活かす 
ための仕組み 

９人で野
球をやる
ルールを
考える 



自治基本条例で書かれること・検討すべきこと 

市長が変わる 
• １．地方自治法の市長 代表・事務の管理  

   ・普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体を統轄し、これを代表する（１４７条）。  

   ・普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体の事務を管理し及びこれを執行する（１４８条）。  

 

• ２．これからの市長 
   リーダーシップ（みんなの力を束ねる） 
 

• ３．それを表す新たなルール 
  ・市長のマニフェスト 
  ・市長の宣誓 
  ・そのほか  

（就任時の宣誓） 

 第２７条 町長は、就任に当たっては、日本国憲法により保
障された地方自治の本旨をより拡充し、この条例の理念を実
現するために、大平町の代表者として公正かつ誠実に職務を
遂行することを宣誓しなければならない。 【大平町】 



自治基本条例で書かれること・検討すべきこと 

職員が変わる 

１．地方自治法の職員 

 市長の補助機関  
 普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務の一部をその補助機関である職員に委任し、又  
はこれに臨時に代理させることができる（地方自治法153条）。 

 

２．これからの職員 

 ・プランナー 

 ・市民の伴走者  ・そのほか 

(職員の責務) 

第13条 職員は、市民のために働く者として、公正かつ
誠実に職務を行います。 

2 職員は、職務に必要な専門的知識の習得及び能力
向上に努めます。 

3 職員は、自らも地域社会の一員であることを自覚し、
市民としての責務を果たすとともに、協働によるまちづく
りの推進に配慮して職務を行います。 

 【新城市自治基本条例】 



既存条例の見直し 市民が存分に力を発揮するような職員 

人事 

昭和27年10月28日条例第19号 



自治基本条例で書かれること・検討すべきこと 

議員・議会が変わる 

１．現状の議会・議員 

 チェック機能 

 

２．これからの二元代表制 

 自治の共同経営者としての役割 

 ・チェック 

 ・政策提案＋市民との対話 

2 議員は、住民の代弁者であることを自覚し、あらゆる機会を通じて常に学習し、
住民との意見交換に努めなければならない。 



①議会・議員でなければできない政策 
   議会基本条例など 

②地域全体を考えた政策 
   行政が縦割りの運営になりがちななかで、広い視野から地域全づくりを目指す。 

    ・中小企業振興条例（川口市） 

    ・地産地消推進条例（えさし市） 

③地域や住民の要望を反映する政策 
     地域に密着する議員ならではという条例 

       ・空き家対策条例（全国） 

④少数者のための政策 

 
議会・議員が存分に役割を発揮する 



行政が前に出る根拠をつくる 

誤ったコンプライアンス 

  

目の前に課題があっても、 
→どこに法的根拠があるのだというクレーム 

  

 職員が安心して行動できる裏付けをつくる 

  条例・・・正当性、納得性が高いから 

空き家対策条例 

空き家への立ち入り調査 

議会・議員の役割  



自治基本条例で書かれること・検討すべきこと 

市民が変わる 

1．サービスの受け身あるいは要望する市民 
 

２．知識、経験、行動力を存分に発揮する市民 
• 市民の位置づけ 
  ・市民の権利と役割   
  ・ＮＰＯ 
  ・地域コミュニティの位置づけ 
• 参加、協働を後押しする規定 
  ・情報共有 
  ・参加協働の規定 
  ・支援のための規定 



安心して徘徊できるまちづくり
（大牟田市）  

 

市民による自主的なまちづくり 

（市民の権利） 
第５条 市民は、市政に関する情報を知る権利を有する。 
２ 市民は、市政に参加する権利を有する。 
（市民の責務） 
第６条 市民は、自らが自治の主体であることを自覚し、自治を推進するための活動に主体的に取り組むよう努める
ものとする。 
２ 市民は、市政に参加するときは、他のものの意見及び行動を尊重するとともに、自らの発言及び行動に責任を持
たなければならない、  【茅ヶ崎市自治基本条例】 



☆市民が変わる 高齢者は、知識や技能を持っている
重要な人材・人財である  

http://www.irodori.co.jp/asp/nwsitem.asp?nw_id=2&design_mode=0 

徳島県上勝町  
徳島市中心部から車
で約一時間程。人口
は1,997名 854世帯、
高齢者比率が49.5% 

    葉っぱビジネス 



これまで出番の少なかった若者の活躍 

（若者政策条例） 

第1条 この条例は、若者が活躍するまちの形成
の推進について、基本理念を定め、並びに若者、
市民、事業者及び市の責務を明らかにするとと
もに、若者が活躍するまちの形成の推進の基本
となる事項を定めること等により、総合的に若者
が活躍するまちの形成の推進を図り、もって市
民が主役のまちづくり及び世代のリレーができる
まちの実現に寄与することを目的とする。 

 

（参加）  
第１４条 市は、市政に関する計画及び政策を策定する
段階から市民の参加を促進します。  
２ 市は、市民の多様な参加の機会を設けます。 



村のため「心を日本人に」＝移住外国人も復興に
尽力－消防団活動も・熊本地震 

外国人のコミュニティ参加 

外国人と消防団 

 消防団員は、現行法令上、消防吏員と同様に一定の公権力の行使を行う権限を与えられており
ますことから、日本国籍を持たない者を消防団員に任命するかどうかにつきましては、各市町村
において、公務員に関する基本原則及び現行法令上消防団員に付与されている権限等を踏まえ
て適切に対処をしていただくことが必要であると考えております」（第１６９回国会 総務委員会 
第１４号平成二十年五月十五日（木曜日））   

「市民」の概念 



•お礼品の品数が日本一 

  お礼品数 1,000品以上（140社） 

  2位以下を圧倒 

 

•お礼品のジャンル・種類が多い 

   選択肢が多い 

   食品に限らず、幅広く採用 
 

•たった1年半で日本で2番になった 
 
 

これまでまちのために力を発揮していなかった「事業者」
に存分に力を発揮してもらう（焼津市ふるさと納税） 

２ 市民（事業者を除きま
す。）、議会及び市長等は、
事業者が行う経済活動が
まちづくりに貢献するもの
であることに鑑み、事業者
の活動に対する理解に努
め、事業者とともにまちづく
りに取り組みます 
（焼津市自治基本条例） 

全員野球 



地域コミュニティ 

（地域自治区の設置）  
第１７条 市は、地域内分権を推進する
ため、別の条例で定めるところにより、 
市長の権限に属する事務の一部を担
い、地域の住民の意見を反映させつ
つこれを処理する地域自治区を設置し
ます。【新城市】 



自治基本条例で書くべきこと  自治力アップのため 

 情報共有の仕組みを位置づける 

• 流山ＰＩ方式 

対話集会の様子 

 

流山ＰＩ方式 

対話集会の様子 

流山ＰＩ方式 

対話集会の様子 

情報公開請求
も大事だが 

情報提供・情報共有も  
市民間での共有も 

（情報共有） 
第１４条 市は、市政に関する情報について市民との共有を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 
(1) 市政に関する情報を市民に分かりやすく提供するよう努めること。 
(2) 市民が容易に、かつ、等しく市政に関する情報の提供を受けられるよう努めること。 
(3) 審議会その他の附属機関及びこれに類するものの会議を公開すること。ただし、非公開とする合理的な理由がある
ときは、この限りでない。 
(4) 市が管理する情報の公開を求められたときは、別に条例で定めるところにより当該情報を公開すること。 
                  【茅ヶ崎市自治基本条例】 



参加・これまで・・・ あまりに、それぞれの力が出
ないシステム 



自治基本条例で書くべきこと 力がでる仕組み 

参加・協働の仕組みを位置づける 
会議の仕方も 
（南区区民会議） 

ワークショップ 
・声の小さな人も発言でき
るように 
・行政職員も参加する 
・みんなの知恵を活かす 

(参加) 
第14条 市は、市政に関する計画及び政策を策定する
段階から市民の参加を促進します。 
2 市は、市民の多様な参加の機会を設けます。 
  
 【新城市自治基本条例】 



みんなで集まる・話をする 
 （新城市市民まちづくり集会） 

市長、議員、市民が一堂に集まる、
まちの重要な課題を議論する 

（市民まちづくり集会） 
第１５条 市長又は議会は、まちづくりの担い手である市民、議会及び行政が、ともに力を合わせてより
良い地域を創造していくことを目指して、意見を交換し情報及び意識の共有を図るため、３者が一堂に会
する市民まちづくり集会を開催します。【新城市】 

市民が 
企画・運営 



市民、行政、議員の３者が一堂に会して議論する試み（焼津市） 

今年の大ワールドカフェの様子 

議会も主催者 

 （まちづくり市民集会）  
第17条 市長は、協働してまちづくりを進めるため、まちづくり市民集
会を開催します。 
 ２ まちづくり市民集会は、市民、議員及び市長等が参加し、地域社
会の課題や焼津市の 未来について意見交換し、情報を共有するこ
とを目的とします。  
３ 市長は、特別の事情がない限り、まちづくり市民集会を年１回以
上開催します。    【焼津市自治基本条例】 



条例の実効性の確保 

第９章 条例の検証等 
第３０条  市は、４年を超えない期間ごとに、この条例の施行状況及びこの条例の規定が茅ヶ崎市における自治の
推進に適合したものであるかを検証し、必要があると認めるときは、この条例の改正その他の適切な措置を講じな
ければならない。 
２ 市は、前項の規定による検証をするときは、学識経験を有する者の意見を聴かなければならない。 
３ 市は、第１項の規定による検証の内容及び当該検証の内容に基づき講じようとする措置（措置を講じようとしない
ときは、その旨。以下同じ。）を公表し、市民の意見を聴かなければならない【茅ヶ崎市】 



要するに 自治基本条例とは 

・自治の関係者（市長、職員、議会・議員、市民，ＮＰＯ、
自治会・町内会、企業など）が、 

・まちのため（みんなのため）に、存分に力を発揮し、
住みよいまちをつくっていく。 

・そのための理念や方向性を定め、存分に力をするた
めのルールや仕組みを規定したもの 
 

⇒持続可能な自治の実現 


